
２０２１年６月２８日

(単位：千円)

 流  動  資  産 3,566,458  流　動　負　債 847,075

売 掛 金 137,576 買 掛 金 69,902

商 品 171,291 リ ー ス 債 務 10,226

貯 蔵 品 90 未 払 金 348,483

前 渡 金 3,871 未 払 法 人 税 等 45,176

前 払 費 用 9,481 未 払 消 費 税 36,114

未 収 入 金 47,299 未 払 費 用 52,752

概 算 渡 金 - 前 受 金 111,993

親 会 社 預 託 金 3,196,846 預 り 金 6,767

役 員 賞 与 引 当 金 43,200

 固  定  資  産 632,411 従 業 員 賞 与 引 当 金 122,456

 固  定  資  産有 形 固 定 資 産 63,329  固　定　負　債 178,075

建 物 8,257 長 期 リ ー ス 債 務 21,977

器 具 備 品 23,281 退 職 給 付 引 当 金 143,066

リ ー ス 資 産 31,789 繰 延 税 金 負 債 -

無 形 固 定 資 産 246,267 資 産 除 去 債 務 13,031

電 話 加 入 権 0 負債の部合計 1,025,150

ソ フ ト ウ ェ ア 等 246,267 純 資 産 の 部

投資その他の資産 322,814 株　主　資　本 3,173,719

投 資 有 価 証 券 - 資　　　本　　　金 130,000

出 資 金 10 利 　益　 剰　 余　 金 3,043,719

前 払 年 金 費 用 256,948 利 益 準 備 金 32,500

差 入 敷 金 保 証 金 - そ の 他 の 剰 余 金 3,011,219

そ の 他 の 投 資 等 65,856 　別　途　積　立　金 2,546,714

繰越利益剰余金 464,504

純資産の部合計 3,173,719

4,198,869 4,198,869

(記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。)

資 産 の 部 合 計 負 債 純 資 産 の 部 合 計

第３２期決算公告

貸　借　対　照　表
（２０２１年３月３１日　現在）

資　産　の　部 負　債　の　部

金額 金額科   目科   目

東京都港区西新橋一丁目３番１号

日立キャピタルサービス株式会社

取締役社長 堀口 英一郎



１． 重要な会計方針に係る事項に関する注記
(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券
時価のないもの……移動平均法による原価法　

(2) 棚卸資産の評価基準及び評価方法

商品 ・・・・・・個別法に基づく原価法（収益性の低下による簿価切下げの方法）

(3) 固定資産の減価償却の方法
① 有形固定資産

有形固定資産の減価償却の方法は、定額法によっております。
　　　（２）無形固定資産の減価償却の方法② 無形固定資産

　定額法によっております。なお、ソフトウェアについては、社内における利用可能期間
(５年)に基づく定額法によっております。

(4) 引当金の計上基準
① 役員賞与引当金

役員の賞与支給に備えるため、支給見込額の当期負担分を計上しています。

② 従業員賞与引当金
従業員の賞与支給に備えるため、支給見込額の当期負担分を計上しています。

③　貸倒引当金は営業債権の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率等に基づき、
　　 貸倒懸念債権等については、個々の債権の回収可能性等を考慮して計上しております。

④ 退職給付引当金
④-1　退職給付見込額の期間帰属方法

　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属
　させる方法については、給付算定式基準によっております。

④-2　数理計算上差異の費用処理方法
　数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内
　の一定の年数（12.5年～14.2年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業
　年度から費用処理することとしております。

(5) リース取引の処理方法
通常の売買取引に準じる会計処理によっております。

(6) 消費税及び地方消費税の会計処理
税抜方式によっております。

(7) 資産除去債務は、将来の事務所退去に伴う原状回復義務に基づき生じる原状回復費用に備える
ため、原状回復費用を合理的に見積り計上しております。

２． 貸借対照表の注記
(1) 有形固定資産の減価償却累計額  40,592千円

(2) 関係会社に対する金銭債権・金銭債務は次の通りであります。
短期金銭債権 3,246,134 千円

                短期金銭債務　       4,403 百万円短期金銭債務 354,528 千円

３． 税効果会計に関する注記
(1)繰延税金資産および繰延税金負債の主な原因別の内訳

繰延税金資産
退職給付引当金（一時金） 43,807千円
賞与引当金 37,496千円
未払費用 8,356千円
売上計上遅れ 8,957千円
資産除去債務 3,990千円
減価償却超過額 713千円
その他 3,906千円

繰延税金資産合計 107,224千円
　　評価性引当金 -千円
繰延税金資産合計 107,224千円

繰延税金負債 .
前払年金費用（企業年金） 78,678千円

繰延税金負債合計 78,678千円
繰延税金資産の純額 28,546千円

＜　個　別　注　記　表　＞



４． 関連当事者に関する注記
(１）親会社

(２）役員
　　　該当ありません。

５． １株当たり情報の注記
(1) 1株当たり純資産額 1,9836,574円55銭
(2) 1株当たり当期純利益 216,740円40銭

６． 重要な後発事象に関する注記
該当ありません。

７. 企業結合等に関する注記
該当ありません。

役員の兼務等
関連当事者との

関係

親会社 100％ 有 手数料等の収入高　＊1 202,205 売掛金 49,287

連結納税額 170,035 買掛金 21,698
親会社預託金（純額）　＊２ 408,620 未払金 332,829
その他営業取引 270,719 親会社預託金　＊2 3,196,846
その他営業外取引 1,926

＊１　　手数料収入等の収入は他の取引業者と同様の基本契約、市場価格によっております。
＊２　　余剰資金の預け入れは、グループ内ＣＭＳ制度を制定し、そのルールの下で実施しております。

期末残高
（千円）

関係内容

属性 会社等の名称
議決権等の
所有割合

日立キャピタル
株式会社

レンタル資産
の管理業務等

取引の内容
取引金額
（千円）

債権・債務残高


